
新規 拡充 重点 継続

○

箇所 年度

箇所

％ ％

年度

％ ％

千円 千円

千円 千円

【事業の実施結果・進捗状況の確認】

【事業の再検証】

前年度に評価した
今後の方向性

目的実現のために２３年度に実施すること

【次年度計画】

ファミリーホーム移行可能な里親に打診し、開設を促します。

事
業
の
概
要

【
目
　
的

】

実施箇所数増に向けた
積極的な取組み

同上

平成２３年度

実施箇所数増に向けた
積極的な取組み

同上

家庭的養護を促進することで、児童間の相互作用を活かしつつ、児童の自主性を尊重し、基本的な生活習慣を確立するとともに、豊かな人間
性及び社会性を養い、児童の自立を支援します。

実
施
工
程

平成２２年度 平成２３年度

これまで
の進捗状
況・今後
の予定

３箇所設置

　　　　　適時性
今実施しなかった場合、施策実現
に対する影響はどうなのか。

目標

平成２４年度

何（誰）をどのよう
な状態にしたいの
か。

施策名
その結果、実現を
目指す施策名 社会的養護が必要な子どもへの支援

計画変更理由

「元気発進！子どもプラン」事業評価票

担当局/課

ファミリーホームの運営

政策分野

５８２－２４１０

平成２６年度

2

平成２２年度

子育て支援課

実施箇所数増に向けた
積極的な取組み

平成２５年度

3

150

ファミリーホーム実施箇所数

実績
ファミリーホームの運営により、家庭的な養育環境を整え、児童の自立を支援します。

計画

実績

計画

内容

内容

評価結果を検証した上で、今
後の事業の方向性（いつから
何をどうするのか）を決定す
る。

ウ

コ
ス
ト

家庭的な生活の中で児童と関わっていけるため、児童の基本的な生活習慣の確立や健全育成にとっ
て、効率性はより高いと考えています。

　　　経済性・効率性
同じ効果をより低いコストで得られ
ないか。または、同じコストでより
高い効果を得られないか。

　　市の関与の必要性
実施主体として市が適切なのか。
市の関与をなくすことはできない
のか。

　　　　　有効性
この事業は施策の実現に対し、効
果があったのか。

4

4

実
施
結
果

事業費

うち一般財源

評
価

　４：高い

　３：やや高い

　２：やや低い

　１：低い

２２年度に実施した結果、当初
計画（実施工程）に対する進
捗状況はどうか。

4

ファミリーホームを増設することで家庭的な養育環境をより多く提供します。家庭的養護は児童の自主
性を尊重するとともに基本的な生活習慣を確立し、豊かな人間性及び社会性を養うことに効果がありま
す。

26,528

13,264

ファミリーホームは、措置費支弁対象施設であり、必要性も高い施設であるため、市の関与は必要で
す。

34,443

68,886

家庭的養護を提供しにくくなり、家庭的環境の中で養育する方が適している児童の処遇が難しくなりま
す。

ファミリーホーム移行可能な里親に打診し、開設を促します。

4

達成度

今
後
の
方
向
性

ア：事業の見直しを図る
ことが可能
イ：休止・廃止を検討
ウ：現状のまま進めるこ
とが適当
エ：終了

目
的
実
現
の
為
に
実
施
す
る
内
容

【
手
　
段

】

家庭的養護の中できめ細やかで手厚いケアができ、子どもの健やかな成長に有効です。

実
施
状
況

同上

実施箇所数増に向けた
積極的な取組み

達成度

成果・活動指標　（上段：指標名、下段：指標設定の考え方）

同上

当初の
予定

２箇所設置

事　業　名

平成２２年度実施事業 連絡先

特別な支援を要する子どもや家庭への支援



新規 拡充 重点 継続

○

年度

人

％ ％

年度

％ ％

千円 千円

千円 千円

【事業の実施結果・進捗状況の確認】

【事業の再検証】

成果・活動指標　（上段：指標名、下段：指標設定の考え方）

同上

達成度

今
後
の
方
向
性

ア：事業の見直しを図る
ことが可能
イ：休止・廃止を検討
ウ：現状のまま進めるこ
とが適当
エ：終了

目
的
実
現
の
為
に
実
施
す
る
内
容

【
手
　
段

】

児童養護施設等の入所児童は、家庭生活での基本的習慣等を体得しにくい環境にあるため、体験さ
せることで退所後の自立を促進できます。また、家庭の中で、児童と個別に関わることができるため、
処遇の個別化にもつながり有効です。

実
施
状
況

同上

家庭生活体験事業
の利用促進

達成度

家庭生活体験事業の利用を促進します。

7,388

3,694

家庭生活体験事業は国が行う事業である施設機能強化推進費として措置費で支弁する事業であり、
必要性も高い事業であるため、市の関与は必要です。

健全な家庭生活を体験していない入所児童が増え、将来、健やかな家庭を築きにくくなります。その結
果として、社会的養護を必要とする児童を再生する可能性もあります。

家庭生活体験事業を各施設に周知し、利用促進を図ります。

4

実
施
結
果

事業費

うち一般財源

評
価

　４：高い

　３：やや高い

　２：やや低い

　１：低い

２２年度に実施した結果、当初
計画（実施工程）に対する進
捗状況はどうか。

4

　　　　　適時性
今実施しなかった場合、施策実現
に対する影響はどうなのか。

評価結果を検証した上で、今
後の事業の方向性（いつから
何をどうするのか）を決定す
る。

ウ

コ
ス
ト

児童養護施設に入所しながら、短期間でも家庭生活を体験する中で家庭的な愛情を感じることは、児
童の心身の健やかな成長にとって有意義なものであり、処遇の面で非常に効率的です。

　　　経済性・効率性
同じ効果をより低いコストで得られ
ないか。または、同じコストでより
高い効果を得られないか。

　　市の関与の必要性
実施主体として市が適切なのか。
市の関与をなくすことはできない
のか。

　　　　　有効性
この事業は施策の実現に対し、効
果があったのか。

4

4

実績

計画

内容

内容

231

家庭生活体験児童数

実績施設入所児童に家庭生活を体験させることにより、児童の社会性の涵養、情緒の安定を図り、退所
後の自立を促進します。

計画

事　業　名

平成２２年度実施事業 連絡先

特別な支援を要する子どもや家庭への支援

子育て支援課

「元気発進！子どもプラン」事業評価票

担当局/課

家庭生活体験事業（一日里親事業）の拡大

政策分野

５８２－２４１０

何（誰）をどのよう
な状態にしたいの
か。

施策名
その結果、実現を
目指す施策名 社会的養護が必要な子どもへの支援

児童養護施設等入所児童に家庭生活を体験させることで、児童の社会性の涵養、情緒の安定、退所後の自立を促進します。

目標平成２３年度

実
施
工
程

平成２２年度 平成２３年度

平成２２年度

当初の
予定

家庭生活体験事業
について各施設へ周知

利用促進

家庭生活体験事業
の利用促進

同上

家庭生活体験事業
の利用促進

児童養護施設・乳児院7箇
所実施
家庭生活体験児童数：231
人

平成２４年度 計画変更理由平成２５年度 平成２６年度

事
業
の
概
要

【
目
　
的

】

家庭生活体験事業
の利用促進

同上

前年度に評価した
今後の方向性

目的実現のために２３年度に実施すること

【次年度計画】

児童養護施設等入所児童に家庭生活を体験させる当事業を推進し、児童の社会性の涵養、情緒の安定、退所後
の自立を促進します。

これまで
の進捗状
況・今後
の予定



新規 拡充 重点 継続

○

年度

％

％ ％

年度

％ ％

千円 千円

千円 千円

【事業の実施結果・進捗状況の確認】

【事業の再検証】

4

２２年度に実施した結果、当初
計画（実施工程）に対する進
捗状況はどうか。

　施策実現のため、今後も本事業を積極的に実施していく必要が高いと考えます。

　里親制度への理解促進のための啓発活動や里親の資質向上、また、里親相互の助け合い活動等を推進すること等を通して、里親登録数は
68組（前年度より6組増加）、ファミリーホームは3箇所（前年度より1箇所増加）となり、委託先の強化につながりました。これに伴い、要保護児童
の里親・ファミリーホーム委託率は、上昇しています。

4

達成度

今
後
の
方
向
性

ア：事業の見直しを図る
ことが可能
イ：休止・廃止を検討
ウ：現状のまま進めるこ
とが適当
エ：終了

目
的
実
現
の
為
に
実
施
す
る
内
容

【
手
　
段

】

　子どもの心身の健全な発達のためには、家庭環境の中で、親の愛情を受け、安定した愛着関係を築
くことが重要であることから、親に代わる存在となり得る里親制度の市民啓発を通して、里親制度の理
解促進を図ることは、社会的養護が必要な子どもへの支援を行ううえにおいて、有効性は高いと考えま
す。

実
施
状
況

里親・ファミリーホーム委託
の推進

要保護児童数に対する里
親・ファミリーホーム委託率

15 ％

達成度

計画

平成２２年度

　本事業は施策に対する有効性も高く、社会的養護を必要とする子どもを支援するうえで、重要な事業
の一つであると考えています。今後も目標の達成に向け、着実な取組みを進めていくことが必要だと考
えています。しかし、より多くの市民に本制度を理解していただくための広報活動を積極的に展開し、里
親の役割及び社会的認知度のレベルアップを図ります。

3,659

1,810

　現時点では、他の実施主体は考えられず、実施主体は市が適当だと考えます。

実
施
結
果

事業費

評価結果を検証した上で、今
後の事業の方向性（いつから
何をどうするのか）を決定す
る。

ウ

コ
ス
ト うち一般財源

　最小の経費で最大の効果を挙げるべく、計画的かつ効率的な予算執行に努めて、運営しています。
評
価

　　　経済性・効率性
同じ効果をより低いコストで得られ
ないか。または、同じコストでより
高い効果を得られないか。

目標

実績

実績

計画

内容 15%

－

　国の「子ども・子育てビジョン」（H22.1.29 閣議決定）においても、成果指標として設定されており、成
果を示す最適な指標として掲げました。

－

11.3

要保護児童数に対する里親・ファミリーホーム委託率

子ども家庭局・子ども総合センター

８８１－４５５６

里親・ファミリーホーム委託
の推進

事　業　名

平成２２年度実施事業 連絡先

特別な支援を要する子どもや家庭への支援

平成２５年度

「元気発進！子どもプラン」事業評価票

担当局/課

里親促進事業

政策分野

平成26年度

平成２６年度 計画変更理由平成２４年度

何（誰）をどのよう
な状態にしたいの
か。

当初の
予定

里親・ファミリーホーム委託
の推進

施策名
その結果、実現を
目指す施策名 社会的養護が必要な子どもへの支援

内容

2,030

3,826

これまで
の進捗状
況・今後
の予定

要保護児童数に対する里
親・ファミリーホーム委託率
（Ｈ23.3月末現在）11.3％

　　　　　適時性
今実施しなかった場合、施策実現
に対する影響はどうなのか。

　　市の関与の必要性
実施主体として市が適切なのか。
市の関与をなくすことはできない
のか。

　　　　　有効性
この事業は施策の実現に対し、効
果があったのか。

成果・活動指標　（上段：指標名、下段：指標設定の考え方）

里親・ファミリーホーム委託
の推進

4

4
　４：高い

　３：やや高い

　２：やや低い

　１：低い

事
業
の
概
要

【
目
　
的

】

里親・ファミリーホーム委託
の推進

里親・ファミリーホーム委託
の推進

平成２３年度

里親・ファミリーホーム委託
の推進

里親・ファミリーホーム委託
の推進

　保護を要する子どもに対して、より家庭的な環境で愛着の形成を図ることができる里親委託を推進するため、児童福祉法に基づき、里親制
度の普及啓発、里親のための研修・相談・援助など、里親の支援を総合的に実施します。

実
施
工
程

平成２２年度 平成２３年度

前年度に評価した
今後の方向性

目的実現のために２３年度に実施すること

【次年度計画】

　里親登録数の拡大・ファミリーホームの増設を通じた委託先の強化及び研修等による登録里親の資質向上を図
るとともに、社会的認知度を上げるべく、積極的に広報活動します。
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